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1．1　問題の所在
　今日、経済のグローバル化の進行に伴いいわゆる民法に規定する契約と
は異なった、種々の契約すなわち、現代型契約とでもいえるものが多く見
受けられる。これらは、従来、民法上に規定されていないということから、
非典型契約といわれてきたものである。もちろん、契約に関する規定は、
任意規定であり、私的自治の枠内において種々の契約を行うことができる
のはいうまでもない。また、この非典型契約には、全く民法に規定のない
事項を内容とするものと、いくつかの典型契約が合わさったもと（混合契
約）に区分できる。典型契約に関する民法の規定の機能は以下のようなも
のであるω。すなわち、これらの民法規定は当事者が具体的な契約の内容
が不十分であったり、不明確である場合に、その足りない部分を補い、契
約の機能を少しでも高めようとするためのものといえる（2）。しかし、直裁
に、混合契約に典型契約の適用をしてもよいのかも問題であると同時に、
民法に規定の全くないものともいえない契約類型について、それらを個別
の契約に分析し、民法規定を適用することも問題である。たしかに、これ
らの契約内容の問題とも大きくかかわることであるが、今日、そうした契
約の法的性質ならびに法構造の確定を必要としてきているのではなかろう
2か。そのためには、率直に言って、その具体的な契約関係の中から法的構
造・性質を明確にしていくことが必要である。
　もちろん、現在までの民法学において積み重ねられてきた典型契約、な
らびに非典型契約に関する成果を排除して考察することはできないことは
いうまでもない（％また、従来、民法が予定していた契約は、当事者の単
一性（個人対個人）、ある契約に基づく給付の一回（一団）性を念頭に定
められていたといえる。しかしこれに対して、現代型の多くの主な契約類
型が、当事者の複数化（重畳化）、契約自体の複合化（重畳化）、しかも、
いわゆる《給付の複数化（一団化）》、そして、そのことと相まって、長
期化（継続化）が特徴的である。そうした状況において、民法自体の適用
の妥当性につき再考する必要もあるのではないか。以上の諸点より、今日
の契約論研究の多くは、こうした契約関係の解明に向けられてきていると
いえるω。
1．2　本論文の対象と目的
　本論文において検討しようとするのは、筆者の考える《現代型（複合的）
長期間契約》の法的構造はどのようなものか、そして、現行民法のなかで
どのようにとらえるのがよいのかを展望し、さらに、この種の契約類型の
問題点を、その契約の成立から消滅までを全体的に考察しつつ、当事者の
行為規範もしくはその分析枠組の探求のためのプロローグである㈲。その
ためには、そもそも、これらの新種の契約が、従来の研究においてどのよ
うにとらえられてきたのかも、整理・総括しなければならない。もとより、
後に述べるように「長期間（継続的）契約関係」という概念は、極めて一
般的に用いられるものであって、厳密な意味において特定の法的意義を有
するものではない。あえていえば、それは、当事者間の取引が一回的に完
結するものではなく、むしろ一定の長期的（継続的）な関係を形成するよ
うな場合を指示する概念である。従って、実際そこには種々の契約関係を
3含むものである⑥。
1．3　現代型（複合的）長期間契約と取引類型、経営実態
　ところで、現代型（複合的）長期間契約を取引類型ならびに、経営実態
の観点より分類すると以下のようになる。
　（1）取引類型による分類。
①企業間（商人）間の事業関係としての長期（継続）的取引関係。
　その代表としては後述する特約店契約、チェーン契約（ボランタリー、
フランチャイズ等）であるω。
　②企業と一般消費者との間のいわゆる消費者取引関係（8）。
　一定の長期（継続）的な取引関係を構成するような状況として、企業と
一般消費者との取引類型がある。たとえば、何らかの役務供給を中心とす
る、サービス契約である（エステチック契約等）。
　この分類は、前者においては、一般に、取引の競争社会としての法規範
（民法理論・商法理論）が妥当すると考えられるが、後者は、当事者の立
場の互換性の少なさの故に、消費者保護という特別の理念の下に構成され
る法規範が妥当するとされる⑨。
（2）経営実態による分類
　①メーカーによるマーケティングとしての代理店契約、その他の一般
　　的な卸売販売契約。
　②さらには、フランチャイズ・チェーン契約といったチェーンによる
　　流通システムの各段階を構成する長期（継続）的取引関係である。
　この分類は、前者が、縦系列の契約関係であるのに対して、後者は、そ
れぞれの独立性が強く、各チェーンが、いわば並列的な関係にある。
　ところで、こうした流通システムを構成する取引関係に、その検討の対
象を絞る理由の一つは、従来の民法理論においては、いわゆる「継続的取
4引関係」として把握されてきた重要な領域であるかである。さらに、私は
その点だけではなく、次の点をより重要な理由としてあげたい。すなわち、
流通システムを構成する取引関係、とりわけ特約（代理店）契約やフラン
チャイズ契約は一方においてメーカー・フランチャイザーのマーケティン
グに関する総合的な戦略の下に置かれ、事実上、いわゆる『パワー』によ
るコントロールされるものであるから、そのあらゆる側面においてメーカ
ー、製品供給者、（フランチャイザー）による高度の経営指導、判断が重
要な機能を果たしている。
　他方、（特約）代理店（フランチャイジー）の側は、通常当該マーケテ
ィングシステムに相当程度組み込まれ、その利益の重要な部分を当該シス
テムに依存しているから、当該システムに関するメーカー、製品供給者
（フランチャイザー）の経営政策決定は、当該代理店・フランチャイジー
に決定的な影響を与えることとなることは当然である。流通システムを構
成する取引関係は、まさにこのような一方企業の経営判断の実行という要
素と、他方企業の取引利益の保護という要素が鋭く衝突する状況の中にお
いて生ずる問題である。それ故、両者の要素の妥当な調整を必要とし、そ
の法律関係を民法上において明確にする必要がある。そして、そこには今
日の長期間（継続的）取引関係が、現代の経済社会における（商）取引の
中心として、高度に組織化された流通システムにより成り立っていること
を見てとることができよう〔・・）。
　以上の点を踏まえつつ、以下の順序に基づいて、現代型長期間契約が、
従来の民法理論（契約法）においては、十分にその本質をとらえることが
困難であり、不透明になるのではないかという点について指摘したい。そ
こで、まず、現代型長期間契約の意義と契約内容について述べ、ついで、
従来のこうした契約類型についての学説の流れを素描し、最後に、その問
題点と、その展望を提示することにしたい（・・）。
5（1）　この点に関する最近の論稿として、大村敦「典型契約論一契約における個
　　人と社会一（一）」法協110巻9号1頁以下、同（二）法協111巻7号111頁以下。
（2）　来栖三郎『契約法』（1974）736頁以下。来栖氏は、こうした事態について、
　　裁判官が裁判をするに当って依るべき標準とされる。すなわち、「或る具体的
　　な契約の取り扱いに際しては、その契約がどの典型契約に該当するかとか、
　　そもそもどれかの典型契約に該当するかそれともどの典型契約にも該当しな
　　いで無名契約に属するかとかをせんさくすることはあまり意味がない。なす
　　べきことは、先ず問題の契約の事実を個々の具体約な場合につき正確に調べ、
　　他方民法の規定はどういう事実に着眼しているかをはっきりと知り、具体的
　　事実が民法の規定の前提している事実に一致する限りにおいて、その規定を
　　適用すべく、そうでなければ民法の規定を無理に適用しようとすべきではな
　　い。そのときには、特約があれば特約に、特約がなく慣習があれば慣習によ
　　るべきであるから問題はないが、特約も慣習もないなら、裁判官は法を創造
　　しなければならないのである」（743頁）。山本進一『債権各論』85頁（日本評
　　論社）、藤岡康宏他『民法IV』50頁。
（3）　中川淳「現代契約の新局面一若干の総論的課題」　法律時報59巻3号6頁。
（4）　こうした新種の契約に関する研究の先駆的なものとしては、「契約法体系V
　　特殊の契約（2）』（1963）、星野英一＝谷川久「代理店・特約店取引の研究」
　　NBL138号～144号、147号～151号（1977年）155号～156号、158号、161号、
　　163号（1978年）、岩城謙二他「代理店・特約店取引の実状を語る（上・下）」
　　NBL242号6頁以下（1982年）。
（5）　筆者は、その枠組み構造として、《基本契約と個別契約による取引》と考
　　え、その試論につき、山本進一教授古稀記念論文集（法律論叢67巻4・5・6合
　　併号）に掲載した。ご参照頂ければ幸いである。
（6）　行澤一人「継続的取引関係の終了に関する法的考察（一）」神戸法学41巻1
　　号172頁、なお、同（二）41巻2号527頁、同（三）41巻3号809頁、同（四）
　　42巻1号183頁以下。
（7）　三輪芳朗・西村清彦編『日本の流通』、下谷政弘『日本の系列と企業グルー
　　プ』、三輪芳朗『日本の取引慣行』等参照。前掲『日本の流通』では、流通に
　　多様性があり、それには、業種間（アパレル・スポーッ用品等）の多様性、
　　業種内の多様性（化粧品・洗剤）があげられている。
（8）　こうしたサービス取引についての研究としては、『現代契約法体系（7）一
　　サービス・労務供給契約』（1984）所収の各論文がある。なお、サービス取引
　　に関して、長尾治助「サービス契約と真実開示義務」立命館法学221号1頁以
　　下（1992年）、丸茂茂「継続的サービス契約をめぐって」月刊債権管理54号
　　54頁以下（1992年）、三輪睦男「市民生活の変容と財産法システムの課題一
6サービス化を中心に」明治大学大学院紀要26号279頁以下（1988）、サービス
取引と約款について、経済企画庁編「サービス取引と約款」（1988年）、鈴木
一秀「国民生活審議会消費者政策部会報告一サービス取引における約款の適
正化」NBL411号24頁以下（1988）、伊藤進「サービス取引と消費者保護のた
めの法的施策についての提言」NBL468号6頁以下。以上は、そのほとんどが、
消費者保護を問題にしつつ、約款との関係を問題にしている。ところで、サ
ービスの四系統あるといわれている。（以下の記述は、清水滋『サービスの話』
（日経文庫）による）すなわち、「現実には、一つの種類のサービス（例・百
貨店の配達サービス、あるいは耐久財メーカーのアフターサービス）が、何
系統ものサービスを含んだワン・セットとして提供される場合が多い」同書
12頁）。その意味で具体的なサービスはいくつかの要素の混合体、集合体であ
る。具体的なサービスの要素（因子）として、第一の系統は、精神的なあり
方としてのサービス。その特色は、他への貢献であり、無償である。第二の
系統は、態度、表現、表情、動作、服装、身だしなみなどに表されるサービ
スである。第三の系統は、現実の仕事、業務、より正しくは「無形財提供」
として理解されるサービスである。この種のサービスの特質は、それ自体、
一つの仕事として成立する類のものであること、それゆえそれは経済価値
（交換価値）をも有し、支払いを前堤とした「購入」の対象となること、その
仕事は、こんにちの社会では有形財の製造や販売と同様、「分業」にもとつい
て専門化された形で行われていることである。第四の系統は、特定の有形財、
もしくは無形財の低価格あるいは無料の提供を内容とした、企業の犠牲行為
としてのサービスである。
　ところで、継続的役務取引検討委員会の報告書は、継続的役務取引契約に
ついて、「一定期間以上の長期にわたる役務の提供を目的とする継続的役務取
引契約には、契約の主たる目的が施設の利用や商品の供給、労務の提供など
多種多様な形態の取引がある」とする。そして、消費者相談の事例によれば、
継続的役務取引に見られる以下のような性質が消費者トラブルの主な原因と
なっていると考えられる」と指摘している。第一に、継続的役務取引契約は、
役務取引一般にみられる「役務の内容・質の客観的判断が困難」である性質
と「効果に対する客観的評価の基準といったものも存在しない」という性質
を有しているために、役務の成果を約し難い契約（内容リスクを伴う契約）
として性格づけることができ、第二に、継続的役務取引契約は、役務の継続
的提供を目的とする契約であるから、履行リスクを伴う契約として性格づけ
ることができるという。このような性質から、役務取引契約においては、契
約履行時（役務提供時）に消費者が契約締結当初に期待した内容・質どおり
の役務提供を受けられないという可能性があるから、役務提供時において消
7　費者側に不満が生じ消費者が契約関係からの離脱を望む場含も考えられる。
　また、役務取引契約が一定期間以上の長期にわたって行われる場合、契約の
　締結又は一定期間の履行後に消費者の転勤や病気、事業者の倒産等当事者双
　方においてその後の契約関係の維持を困難とするような事情の変更が生じや
　すいため、消費者が契約からの離脱を希望する場合も多いと考えられる。こ
　のような場合において、支払方法が都度払か後払（クレジット契約による実
　質的後払を除く）であれば、消費者は契約から離脱できるが、現実の継続的
　役務取引は、前払（クレジット契約による立替を含む）で行われているため、
　契約関係から容易に離脱できなかったり、未履行の反対給付に対応する前払
　分の返還を巡って消費者トラブルが発生するわけである。報告書は、以上の
　検討の結果、適正化を図るべき方策の検討を行うに当たって、その対象とす
　べき継続的役務取引の範囲については「役務契約のなかでも契約締結時にお
　いて消費者と事業者との間で予め定まった成果を約すことなく、契約の履行
　が行われ得るもの（委任型の取引）を対象として捉え、そのような契約のな
　　かでも前払による支払方法で継続的に役務が提供されるものを対象とするこ
　　とが妥当である」としている。このように、継続的役務取引契約は、その性
　　質を踏まえると、契約締結時において消費者と事業者との間で予め定まった
　成果を約することなく、契約の履行が長期にわたりおこなわれる。
（9）　本論文では、前者を中心に検討し、後者は後の研究課題として、その問題
　　点の指摘に止める。
（10）　そこで、本研究においては、民法、特に契約法の枠内において、特に流通
　　システムを構成する長期間（継続的）契約関係、としての特約店契約を中心
　　に分析、検討することにより、現代の契約類型と民法との乖離を指摘しつつ、
　　その融和を見いだそうとするものである。なお、行澤氏は、「このサンプルの
　　分析を通して、現代における商取引を法的にしかも適切に分析するには、そ
　　の主要な担い手である会社企業による経営判断の実行を、相手方企業の利益
　　との関係においてどの程度保護するかとの視点が重要であることを明らかに
　　する」とされる（行澤・前掲172頁参照）。私は、実社会の現象の法的本質的
　　分析の立ち後れの現れとみている。特に、約款論を応用が機能しないのでは
　　ないかとする点である。
（11）　私は現代型長期間契約を、基本契約と個別契約より成り立っているものと
　　分析し、それら両者の関係を民法理論により整序する必要があると考えてい
　　る。
82　現代型長期間契約類型
　現代型長期聞契約は、当然、以下に紹介するものに限定されない。しか
し、ここでは、私の検討課題に必要な範囲において紹介することをお許し
願いたい。
2。1　特約店契約・・2）
2．1．1　特約店契約の意義（契約・給付の重畳的、複合的性
　　質）
　特約店（代理店）とは、法律上の定義ではない。しかし、一般には、特
定の商品供給者と継続的にその企業組織に編入され（専属的に）、その商
品を自己の名をもって自己の計算において買い入れ、これを一定地域内で
再販売する商人とされている。一般に、メーカーが自社の販路を拡大する
ために、その製品をもっぱらまたは優先的に売却させる。特約店の特質は、
論者の説くところによれば次のようなものである。
　すなわち、メーカーとか、総販売元、輸入業者、商社等がチャネル・リ
ーダーとなり、そのリーダーから、代理店・特約店は、直接または間接に
商品を買い入れたり、販売の受託をする。そして、その商品の種類は、通
常、限定されている（家電・医薬・文具等）。商品の取引は継続的になさ
れ、代理店、特約店は仕入れた商品のみを販売する。チャネル・リーダー
は、多くの代理店・特約店を代理店契約、特約店契約を締結することによ
り傘下におき、代理店、特約店に対して、一定のマーケティング・プラン
を与え、指導、援助、宣伝・広告等をなし、そして、場合によっては拘束
等をするが、それらを通じて販売の促進をはかる。こうした諸点に着目す
ると、そこには、一種の契約の総合性（複合性）と言われる根拠があり、
個々の契約に分解し、分析的に検討することは、これらの『現代型契約類
9型』を正しく見ることにはならないと考えられる。
2．1．2　特約店契約の法的特徴（基本契約性）
　特約店契約の法的特徴は、①商品の販売促進の義務（年間の割当量）、
顧客サービス、競業避止義務等、その扱う商品の販売に関する待約店の義
務条項、②商品供給者の義務（供給制限）条項、そして、商品供給に関す
る条項、その他である。その法的性質は、特約店が商品供給者の指図と統
制の下に、その利益のためにする活動義務が中心で、伝統的にいえば、委
任ないし準委任の関係ともみれる。
　契約の内容からこの点を見る。まず、商品供給条項では、継続的に供給
義務を負うとの条項が締結されることは稀で、反対に、特約店からの注文
の履行を供給者が留保できる条項を設けている。したがって、特約店契約
の意義が、商品の継続的供給を義務づけたものか、それとも、将来締結す
る個別的売買契約の基礎となる諸条件をあらかじめ設定したものか問題と
なる。多くの特約店契約条項では、売主の給付義務、買主の引取義務、目
的物、数量、価格等の定めがない。したがって、素直にみると、将来個別
の売買契約を締結すべき義務を負わせ、その個別の売買により、具体化さ
れる条件を定めたものいえ、一種の基本契約ともいえる。さらに、継続的
債権関係か否かについては、特約店は、独立の商人としてではなく、商品
供給者の傘下に入りその商標、名声を利用して、自己の営業をする。した
がって、その契約は、特別の支障のない限り更新が予定され、契約締結時
において相当長期間継続して取引されることを予定している。したがって、
いわゆる、継続的債権関係ともいえる。
2．1．3　特約店契約の構造（基本契約と個別契約による取引）
さて、こうした取引に際しても、個々の仕入れと販売は、個別の「売買
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契約」が締結されるが、特に、同一品種の製品とか、特定の種類の商品に
ついての継続した取引においては、多く取引の円滑化のため、特定の相手
方との間において個々の取引に先立って売買の基本となる契約を締結して
いる。それは、前に述べたように、この種の商品取引が、経営側における、
『一定の計画』に基づいておこなわれるのが常態であり、したがって、そ
の取引の基本的特徴が、　《長期性》、《継続性》、　《反覆性》にあること
より、規則的取引活動が要求されることになるからである。そのことは、
契約の方式についても、定型性を要求することになり、当事者間において、
売買契約の内容中の共通事項を予め確定しておくことが必要となることか
ら、そのように行われている。これが、『基本契約』なるものの締結℃あ
る。そして、個々の取引については、通常、買主からの「注文書」に対し
て、売主は、「請（受）書」を交付するという方式を用いている。なお、
請書なる書面には、後述するように、商品の名称、規格、数量、代金、引
渡方法等について記し、かつ、予め約定された『基本契約』の修正、補足
をするとの機能をもったとされるものが交わされ、これを『個別契約』と
呼んでいる。したがって、実際の給付関係を形成するには、この個別契約
によることとなる。
2．1．4　特約店契約の諸態様
　いわゆる特約店契約の内容として、又は、それを前提として基本売買契
約が締結されることがあるが、同じ特約店契約といっても、その実態は、
後述の代理商契約の場合もあるし、委託販売契約の場合もあることを注意
すべきである。通常、継続的製品供給を約した特約店契約には、上述の基
本契約の内容の他、買取責任数量、売渡限度量（又は額）を定め、更に特
約店に販路・借用の維持・拡大義務及び秘密保持義務を課し、再販売価格
維持協定・排他的買入契約・販売地域協定を伴っていることが多い。
　さらに、特約店（代理店・販売代理店）の類型をみると、売主が商品を
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顧客に継続的に販売しようとする場合の方法として、次の五つが考えられ
る。
　①特定の者を売主の代理店に指定し、買主との取引を代理店をとおし
　　て行なう。
　②特定の者を売主の商品の販売店に指定し、その地域における商品販
　　売をこの者にまかせる。
　③他業者と提携し、合弁会社（Joint　venture　company）を設立し、
　　これにその地域における販売をまかせる。
　④売主の支店ないし営業所を設置し、直接販売にあたる。
　⑤売主の子会社を設立し、独立採算制のかたちを採って販売をまかせ
　　る。
　である。①、②がいわゆる代理店・特約店契約の典型であり、③も形態
は異なるが一応ここでの対象としてよいと思われる。しかし、④と⑤は、
ここでの対象とはならない。
2．2ボランタリー・チェーン・フランチャイズ・チェーン
2．2．1　ボランタリー・チェーンの意義と契約内容
　ボランタリー・チェーン（自由連鎖店または任意連鎖店ともいう）とは、
同種の商品売買業者（小売商が普通であるが卸売商を含む場合もある）が
その経営主体の独立性を維持しながら、共同して商品の仕入、販売促進、
商品の開発などを計画的集中的に行なうために連鎖的に結合する組織形態
をいう（’3）。特徴は、まず、加盟店が独立性を維持した自己商である。し
かし、ボランタリー・チェーン自体は団体であり、その法律関係には団体
性が強く現われるから、契約を基礎とする特約店形態とは区別される（14）。
　その営業関係は、通例、本部機構であるセンターが商品の共同仕入や共
同広告を行い、加盟店に対し販売、店舖条件、金融などの広範な援助・助
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言・指導を実施し、他方、加盟店はチェーンマークのもとに活動する形態
をとっている。そして、大部分のボランタリー・チェーンは法人格をもた
ない任意団体であり、法律上はいわゆる権利能力なき社団である（15）。
2．3　フランチャイズ・チェーンの意義と契約内容（・6）
　フランチャイズ・チェーンは、企業体の母体とたる事業者（フランチャ
イザー）が加盟店（フランチャイジー）に自己の商号、商標その他のサー
ビスマークならびに経営ノウハウを与え、同一性のイメージの下に事業を
行う権利を付与し、その営業のための組織、訓練、マーケティングなどの
援助および技術を提供し、その多くは、継続的に商品を供給する。そして、
加盟店はその反対給付として事業者に一定の対価を支払う継続的契約関係
をいうとされている。その営業形態は、事業者の営業権、または経営ノウ
ハウを利用することによって、加盟店が自己の営業を行なう形態をとる。
したがって、こうした関係は、垂直的な関係であり、かつ、継続的（長期
的）な関係である。契約の内容は、以下のようなものである。契約締結の
ときに開示された事項は、そのまま、契約の内容となる。フランチャイジ
ーがフランチャイザーの商号・商標等を使用する条項を含む、フランチャ
イズ権を付与する条項、フランチャイザーの指揮監督条項、フランチャイ
ジーの対価支払条項その終了の事由を明らかにした契約終了に関する条
項、である。その他、フランチャイジーの事業地域を制限する条項、フラ
ンチャイジーに対し競争品の取扱いを禁止条項（排他条英フランチャイジ
ィーがフランチャイザーと同じ事業を行うことを禁止する条項（競業避止
執務）、価格・料金を決定する条項（再販売価格維持）等の規定がおかれ
ている。したがって、その法律関係は、単に、商品の供給という、売買関
係ではなく、諸種のサービスを含んでいる。さらに、この契約は、商品の
直接の供給を規定することはまれであり、この基本契約を基礎とした、個
別契約によっている。
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（12）　先駆的なものとして星野英一他前掲・「代理店・特約店取引の研究」①～
　NBL138～、前掲・岩城謙二他「代理店・特約店取引の実状を語る（上・下）」
　NBL242号6頁以下がある。また、最近のものとして、前掲「レコードと法』
　　（山崎敏彦担当）468頁以下一ここでは、レコードの流通をとりあげている。
　　山崎氏は、特約店契約につき、継続的供給契約との属性が強く、基本・個別
　　契約型との側面を持つといわれる（472頁）。なお、北川善太郎編「現代契約
　　法入門』96頁以下、竹内昭夫・龍田節編「現代企業法講座4一企業取引』
　　（1985年）113頁以下（松下満雄担当）一商品の流通機構、流通系列下・特殊
　　販売形態、代理商・仲立営業・問屋の機能について論述する。川越憲治『販
　　売店契約ハンドブック」（1986年）2頁以下一第一編販売店システムの展開に
　　おいて、販売店制度、代理店・特約店制度、フランチャイズ・システムにつ
　　いて解説されている。また、第四編（298頁以下）において、代理店、特約店
　　システムの実例を検討している。
（13）　保住昭一・崎田直次編『商行為法」（保住担当）164頁によると、それは本
　　部機構をそなえたセンターと多数の加盟店からなる一種の団体であるが、各
　　加盟店は自己商としての商品売買業者であるから、例えばスーパーのような
　　大型小売業者の直営店であるいわゆるレギュラー・チェーンと異なるとされ
　　る。
（14）　この点では特約店形態に類似する。さらに、また加盟料支払いの対価とし
　　て独占的営業権を取得するいわゆるフランチャイズ・チェーンとも区別され
　　る。もともと、ボランタリー・チェーンは、小規模で販売力の弱い同種の売
　　買業者が大型小売業者に対抗するために結合する新しい商品売買業の形態で
　　ある。
（15）　保住・崎田前掲164頁、椿寿夫・稲葉威雄編『契約の基礎』329頁以下参
　　照。
（16）　田島義博編「フランチャイズ・チェーンの知識』（1990）9頁以下（田島）
　　96頁以下（川越）、保住昭一・崎田直次前掲163頁。椿寿夫・稲葉威雄編327
　　頁。
3　長期間（継続的）債権（契約）関係論小史・・7・
　では、以上見てきた現代型長期間契約類型を、従来、民法学において、
どのようにとらえられてきたのであろうか。ここに『継続的債権（契約）
関係』の概念の沿革とその発展を見ておく必要がある。なぜならば、（1）多
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くの論者が、以上紹介してきた契約類型を、この概念を通して理解しよう
としてきていること、（2）この概念の果たしてきた機能はそもそも何であっ
たかということも未だ不透明と思われること、そして、（3）この概念の有用
性の有無の問題も未だ未解明であるからである。特に、ドイッにおいては、
後述するように、この概念の見直しが行われてきていることとも相侯って、
今日のこの概念については、論者によりまちまちに思えるからである。こ
こらで、一度、そうした議論の発展を整理する意味から、この概念の沿源
である、ドイツならびに、わが国における、いわゆる『継続的債権関係論』
についての議論を紹介しつつ、かつ、総括をしてみたい。
3．1　ドイツでの議論の発展
　この観念は、周知のように、ドイツのギールケに始まり、ドイツにおけ
る議論で、ギールケ以外この観念の機能について明確に論じたものはな
いo
　ギールケはこの概念を、一時的債権関係と対比して述べる（18）。（1）債務
の内容たる給付が、ある時点において（in　einem　Zeitpunkte）実現され
るべきか、または、ある期間を通して（waehrend　eines　Zeitraums）実
現されるべきかを基準とすると、給付がある一定の時点（Zeitpunkt）に
行われる場合を一時的債権関係といい、ある期間（Zeitraum）内におい
て継続的に実現がなされることを予定しているときを継続的債権関係とい
う。（2）債務の消滅原因の基準を、債務者の履行行為そのものであるか、ま
たは期間の経過（Zeitablauf）であるかとの視点から、債務者の履行行為
そのものである場合を一時的債権関係、期間の経過の場合を、継続的債権
関係という。したがって、前者においてはその履行のなされた瞬間に債権
は満足されるが、後者においては債務はその期間中継続的に履行され、そ
して、履行行為そのものでなしに、期間の経過により債権関係は消滅する
点に特色がある。（3）継続的債権関係にあっては、具体的に派生する個別的
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請求権（Einzelanspruch）のほかに、いわばその源泉ともいうべき基本権
として、別に統一的な綜合的請求権（einheitlicher　Gesamtanspruch）が
存在する。そして、特に、（4）継続的債権関係においては、遡及的な効力を
有する一般の解除（Ruecktritt）とは異なり、単に将来に向ってのみ効力
を有する、いわゆる解約告知権（Kundigungs－recht）が機能する。結局、
契約解消（終了）における「告知」の基礎を提供することが主であったよ
うに思われる。
　その後の理論的発展は、こうした観念と、継続的供給契約や回帰的給付
関係との相違点はどこにあるのか（’9）、ならびに、それらをこの概念に含
ましめるのか否かといった議論がなされた。近時のドイツにおける代表的
見解をみると、フィケンチャー（2°）や、エッサー｛21）は《給付自体が長期間
継続する態様を、継続的債権関係と呼ぶ》とされたり、ラーレンッ（22）は
従来の見解を改め、　《債権関係の完了が一回の給付に尽きるのではなく、
長期間要する債権関係をいう》とされる。また、近時の代表的見解である
ホルンによると
　（1）継続的債権関係をめぐる問題を、一時的債権関係と区別されるこうし
た観念を民法典が知らなかったことから出発するとし、（2）一時的債権関係
と継続的債権関係の区別を当然と認めつつ、新たに、長期契約
（langfristiger　Vertrage）という概念をたて、その中に継続的債権関係と
その他の長期契約を置くことを模索する。そこにいう『長期間契約』とは、
給付の確定の時点から給付の提供の時点までに期間が長期存在するすべて
の契約をいうとされる。
3．2　わが国での議論の発展
　わが国においては、そもそも、平野義太郎博士によるギールケの継続的
契約関係論の紹介から始まる（23）。
　わが国における見解を区分すると、①ギールケの立てた観念をおおむね
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承認するもの、②ギールケの観念を否定し別な観念を提起するもの、③こ
うした観念の提起に消極的なもの、に区分される。それは、「単なる概念
的定型たるに止まるべきで、それ以上の実質的意義を有すべきでない」と
の田中実教授｛24）による消極説を一方の極として、おおむね、ギールケの
理論を承認するものとしては、平野義太郎博士（25）、西村信雄博士（26）があ
る。これに属すると思われるものとして、一般に、継続的関係について、
一種の売買であり、一定の期間、種類が定められた物を一定の代金額で、
引き続き供給する契約というもの⑳、継続的取引は、新聞の配達付販売
のような回帰的給付と異なり、契約それ自体が一個の統一的契約である（28）、
全体として統一的な単一の契約である（29）、一個の売買契約によって、目
的物および、代金が分割的に給付されるものであるとか述べている。別種
の観念をたてるものには石田文次郎博士（3’）の「交換的機能の債権契約」
と「支配的機能の債権契約、戒能通孝博士｛32）（継続的契約関係と交換型契
約関係）、後藤清博士（33）の「状態的法律関係論」がある。田中説は別とし
て、以上、なんらかの形で、継続した債権関係と一時的債権関係を区分す
るのが大勢といえそうである。
　そこで、以上の諸説における、わが国におけるこの観念についての共通
認識をみておこう。
　すなわち、①継続的債権（契約）関係は、一定期間を通じて実現される
債権関係をいうこと（期間の長期性）、そして、②そのことから、当事者
間の関係が一時的な債権関係より相互信頼性が強くあらわれること、また、
③期間の長期性の故にその間に契約の基礎となっている事情に変化が生じ
ゃすく、「事情変更の原則一に親しみやすいこと、④双務契約は、各自の
給付の間に同時履行の関係が認められるが、継続的契約関係ではその点・
特殊な構成を必要とする。すなわち、その間継続してなされる各個別の給
付と反対給付との間に同時履行の関係があるが、さらに、継続的債権（契
約）全体としての給付との間にもこれが認められることから、たとえば、
前期分の代金の支払いのない場合、それに対応する次期または今期の反対
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給付を拒絶でき、この抗弁権の適用にも特性がみられる。この点、前述の
フィケンチャーは、個別の給付問にはこの原則の適用があるとする（34）。
そして、特に、継続的債権関係は告知の機能対象としてのみ意味をもつと
の飯島教授の指摘に代表されるように、契約の解消手段としての「遡及効
のない『告知』」の理論的根拠とされてきたといえる。
3．3　近時の学説の発展
　以下において、近時において発表された現代型長期間（継続的）債権・
契約に関しこの観念をどのようにみるかについての主な学説について紹介
する（35）。
3．3．1　飯島紀昭教授の見解（36・
　継続的債権関係とは、契約の目的である債務の履行が、その性質上、本
質的に一定の時間の経過を必要とするところの、終期を伴う債権関係であ
るとし、単なる自然的時間の相対的長短のみにかかわらず、債務履行が期
間の経過を伴ってはじめて可能となる場合’をいうとする（この点、田中教
授、石田博士のそれは自然的時間の長短によるとする。給付が一定の時間
的経過を不可欠の要素にするか否かにより区別する。たとえば、売買契約
において、代金の支払いが一年後であっても、これは継続的債権関係では
ないとされる。そして、継続的債権関係を、継続的給付と時間の経過との
要素が給付の性質上本質的な、固有の継続的債権関係（消費貸借、使用貸
借、賃貸借、雇傭、寄託等）、給付と時間の経過の関係が内在的ではなく、
外在的な、定期的ないし同帰的給付を内容とする継続的債権関係（終身定
期金契約、継続的供給契約、回帰的債権関係）、そして、具体的に生ずる
本来、一時的である債権債務の基礎となる継続的な法律関係、すなわち、
状態的関係を形成する継続的債権（法律）関係（組合、保証、保険等）に
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区分される。その共通のメルクマールは、期間の経過、すなわち終期の観
念にあるとする。さらに、継続的債権関係は告知の側面においてのみ問題
となるものではないとしつつも「継続的債権関係は告知の機能対象として
のみ意味をもつ」とされる。
3．3．2　中田裕康教授の見解1371
　中田教授は、継続的売買を対象としつつ、従来「売買契約に関する従来
の民法学の議論は、個別的な売買を中心に諭じてきており、継続的な売買
は必ずしも十分に解明されていない。しかし、現実の社会にあっては、企
業間取引はもとより、個人の行う取引においても、同じ相手との問で売買
が繰り返されることはむしろごく一般的なことである」とし、その解消を
巡る紛争も少なくなく、従って、今日、この問題を検討する意味はあると
の認識にたたれる。そして、問題を複雑にしている背景にある要因として
以下の、第一に、当事者の立場、取引状況、目的物、契約形態等によって
様々の実態の多様性の存在、第二に、紛争の多様性、第三に、用語の多義
性、第四として、継続的売買の固定化を促す諸理念と解消の自由を支える
諸理念が交錯、そして、第五に、継続的売買という事象のうちのあるもの
を、包括的な一つの契約として処理するということはどういう意味をもつ
のかをあげられる。そして、継続的売買の構造に関する筆者のイメージと
して、当事者の最初の接触から、徐々に話が煮詰まっていくという過程で、
上向きのカーブ（ないし階段状の線）を描き、契約書を取り交わした時点
で最高水準に達し、履行中はそれが保たれ、契約終了時点以降急速に下方
に向かう、という図式をイメージされる。そして、継続的売買の観念につ
いて、契約の成否にかかわらず、また、売主の供給義務や買主の買受義務
などの存否を問わず、特定の当事者の間で売買が継続的になされ、或いは
なされようとしている場合を、広く継続的売買と呼ぶ。次に、継続的売買
のうち、「契約」として評価され構成されたものを継続的売買契約と呼ぶ
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とされる㈹。
3．3．3　行澤一人助教授の見解・・9・
　行澤氏は、「民法講学上展開されてきた「継続的債権関係」という観念
とは一応別に、専ら現代の高度に組織化された取引関係を念頭において
「継続的取引関係」という用語法を採用することとすると、継続的取引
「契約」という用語法を敢えて避けるのは、当該取引関係が当事者問の合
意によって当然に法的拘束力を有するとは考えられない場合であっても、
本稿ではこれをも含めて考察の対象としようと思うからである」とする。
3．3．4　荒木新五弁護士の見解・…
　荒木氏は、「継続的取引関係」という用語法を採用される。そして、「継
続的取引関係」を「継続的取引契約」と「事実上の継続的取引関係」に区
分される。
　すなわち、これを、「特定の当事者間において、一定期間又は不定期間
内に反復して一定種類の契約を締結する取引関係」（41）とか、
　「特定の当事者間において一定期間又は不定期間内に反復して締結され
る一定種類の契約（個別契約）を包括して規定する基本契約」として規定
される「継続的取引契約」をも含む広い概念として把握されている。
　そして、継続的取引契約の態様として以下のものをあげられている。①
継続的取引契約、②継続的委託販売取引契約、③継続的製作物供給取引契
約、④継続的委託加工取引契約、⑥継続的請負取引契約、⑥継続的金融取
引契約、⑦その他、をあげられている｛42）。
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3．3．5私見〔43）
　筆者は、「継続的契約・継続的債権関係という観念は、有用ないし必要
か」において、従来の「継続的債権関係」に関する議論は、主に賃貸借・
雇用・組合契約等の典型契約を中心として展開され、その広がりとしては、
せいぜい電気・ガス・水道等の同帰的給付を内容とする継続的供給契約が
そこに含まれるかどうかという議論が、主に「告知」の基礎を提供すると
いう観点からなされてきたに過ぎない。ところが今日、判例・学説上「継
続的」契約（債権）関係として議論されてきている代理店契約やフランチ
ャイズ契約を中心とする現代型の契約類型は、そのユニークな契約講造の
点において、必ずしも従来の「継続的契約（債権）関係」理論の枠組には
はまり切らないのではないか。もし、敢えてこのような現代型の契約類型
を「継続的債権関係」の観念において理解しようとすれば、「かえって、
継続的債権関係の観念を一層不透明にさせる一因とも」なり、あるいは
「その観念の指標を失」うことになると主張し、従来の継続的契約（債権）
関係とは異なる「長期間契約」を提示した。
3．3．6　内田貴教授の理論展開｛“）
　内田教授は、以上のような契約観念は、ある成果、具体的には契約上の
利益を自分のために実現するというような成果を指向した戦略的な行為の
出発点として、この契約規範を見ようという考え方、であるとする。すな
わち、当事者間には、何々という権利義務の関係があると静的にとらえ、
義務の履行がなければ、強制的に履行させられる。つまり、契約関係によ
る法律関係を、当事者間にどのような主たる給付義務が、また付従的な給
付義務が生ずるものかとして固定的にとらえていたとする。その際、問題
とするのは、契約の成立時点、有効・無効、本旨に従った履行の有無とい
うような枠組みである。こうした契約理解では、契約紛争をめぐる当事者
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問の交渉自体、そもそも契約関係自体を当事者間のコミュニケーション的
行為としてとらえようとするものである。そして、紛争が起こった場合、
裁判所に、契約上保証される利益の実現に図ってもらうとするものである
との理解に立つものであるとする。これに対して、内田理論は、最近の新
しい契約関係についての見方として、当事者関係についてのもう少し穏や
かな見方を採用するとする。すなわち、お互いが好ましい対話状況の中で
議論を尽くし、お互いが納得いく契約関係の展開を、その成就を図ってい
こうという見方である。契約は詳細を決めず、契約上の規範というものは
手直し可能なものとして両当事者は考え、できるだけ誠実に話し合って問
題を解決する義務を措定される。
　それは、契約関係を主たる給付義務が履行されているかどうかという責
任規範的にのみとらえるわけではなく、お互いが納得いく契約関係を新た
に構築し、契約当事者の話し合いということを前提として、さらによい合
意による契約規範関係の継続的な形成というような観点から契約関係を見
る考え方、そして、その法的根拠としては、信義則を活用するとする（45）。
　3．3．7　小括
　近時のこうした考え方について小括しておこう。飯島教授は、本質的に
一定の時間の経過を必要とするところの、終期を伴う債権問題であるとさ
れ、単なる自然的時間の相対的長短のみにかかわらず、債務履行が期間の
経過を伴ってはじめて可能となる場合というとされる。給付が一定の時間
的経過を不可欠の要素にするか否かにより区別するとされる。その共通の
メルクマールは、期間の経過、すなわち終期の観念にあるとする。さらに、
継続的債権関係は告知の則面においてのみ問題となるものではないとしつ
つも「継続的債権関係は告知の機能対象としてのみ意味をもつとされる。
この点、従来のわが国の見解に沿うものであるといえる。中田教授は、継
続的売買の構造に関するイメージとして、当事者の最初の接触から、徐々
に話が煮詰まっていくという過程で、上向きのカーブ（ないし階段状の線）
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を描き、契約者を取り交わした時点で最高水準に達し、履行中はそれが保
たれ、契約終了時点以降急速に下方に向かうとの図式を提示される。筆者
も原則として、この点同様に観念するものである。しかし、中田教授は継
続的売買を対象にされているが、私のいう『長期的契約』全体との関係に
ついては不透明である。行澤助教授は、当該取引関係が当事者間の合意に
よって当然に法的拘束力を有するとは考えられない場合であっても、本稿
ではこれをも含めて考察の対象としようとの意図より「継続的取引」との
用語を使用される。この点、期間の長期性をどのように観念されるのか不
明であり、今日の『複合的』契約（取引）関係との応接についても不透明
である。荒木弁護士は、特定の当事者間において一定期間又は不定期間内
に反復して締結される一定種類の契約（個別契約）を包括して規定する基
本契約」として規定される「継続的取引契約」をも含む広い概念として把
握されるが、前記、今日のこの種の契約関係の特色である『複合性』『長
期性』との関係については不明である。なお、内田教授の見解については
別個に検討する予定である。
（17）　なお、本稿と、多少重複する部分もあるが、拙稿「継続的契約・継続的債
　　権関係という観念は、有用ないし必要か」『講座／現代契約と現代債権の展望』
　　（1990）55頁以下参照。なお、比較法的継続的債権関係論史についての詳細
　　は稿を改めたい。
（18）　Otto　von　Gierke，　Dauernde　Schuldverhaeltnisse，　Jhering　Jb　64（1914）
　　355ff．なお、拙稿・前掲（注18）同論文注（5）参照、田中実「継続的債権関
　　係」民事法学辞典（上）改訂増補版（1964）443頁以下。
（19）　西沢修「継続的供給契約」民事法学辞典（上）改訂増補版（1964）442頁
　　以下参照。
（20）　Fikencher，Schuldrecht，7．Aufl．S30－33．
（21）　Esser，Schuldrecht，Bd．1，4．Aufi．S135－136．
（22）　Larenz，Lehrbuch　des　Schuldrecht，　I　Bd．10．Auf1．S25ff．
（23）　平野義太郎「継続的債権契約の特質と賃貸借及び雇傭」『民法におけるロ
　　ーマ思想とゲルマン思想』（1947年、有斐閣）311頁以下・特に329頁以下。
（24）　田中実「いわゆる継続的債権（契約）関係の一考察一とくに解約の問題を
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中心として一」法研26巻12号1頁（1953年）。
（25）
（26）
（27）
（28）
（29）
（30）
（31）
平野前掲書注（23）、311頁以下・特に329頁以下。
西村信雄博士「継続的保証の研究』（1952年）56頁以下。
三島宗彦「継続的供給契約」契約法大系ll（1963年）274頁。
神田博司「継続的債権関係の特質」法学演習講座③（1972年）236頁。
三島・前掲注（27）274頁。
谷川久『商品の売買」（1964年）293頁。
石田文次郎「債権契約の二大型」「契約法の基礎理論」（1943年）3頁以
下。
（32）
（33）
（34）
（35）
戒能通孝『債権各論』（1946年）56頁一58頁。
後藤清「状態的法律関係を設定する契約一経済論集53号6頁以下」。
Fikencher，a．a。0，．S．30－33．
なお、本来は、これらの見解についても検討すべきであるが、本稿の目的
　　もその点に置いていないこと、並びに、紙面の制約もあり別の機会に譲りた
　　いo
（36）　飯島紀昭「継続的供給契約の『解除』の性質」都立法学15巻1号（1974）
　　101頁以下。
（37）　中田裕康r継続的売買の解消』（1994年）1頁、14頁［初出、法学協会雑
　　誌108巻3号、4号、7号、11号、12号（以上1991年）、109巻1号（1992年）。
（38）　中田・前掲書（注37）8頁。
（39）　行澤一人「継続的取引関係の終了に関する法的考察（一）」神戸法学41巻1
　　号172頁、なお、同（二）41巻2号527頁、同（三）41巻3号809頁、同（四）
　　42巻1号183頁以下。同論文では、その研究・分析対象につき「第一に商人間
　　の事業関係としての継続的取引関係である。即ち、一定の継続的な取引関係
　　を構成するような状況には、企業と一般消費者との間のいわゆる消費者取引
　　の様な類型も含まれてこようが、このような場合には消費者保護という特別
　　の理念の下に構成される取引規範が妥当するべきであるといえるから、本稿
　　の分析対象からは排除される。第二に本稿において検討の中心となる対象は、
　　経済実体的に見れば、メーカーによるマーケティングシステムとしての代理
　　店契約、その他の一般的な卸売販売契約、さらにはフランチャイズ契約とい
　　った流通システムの各段階を構成する継続的取引関係である。検討の対象を
　　流通システムを構成する取引関係に絞る理由の一つは、それがこれまで「継
　　続的取引関係」として把握されてきた重要な領域の一つだからであるが、私
　　はそれだけではなく、次の点をより重要な理由として挙げたい。即ち、流通
　　システムを構成する取引関係、とりわけ代理店契約やフランチャイズ契約は
　　一方においてメーカー一・フランチャイザーのマーケティングに関する総合戦
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　略の下にコントロールされるものであるから、そのあらゆる側面においてメ
　　ーカー・フランチャイザーによる高度の経営判断が機能する。他方、代理
　店・フランチャイジーの側は、通常当該マーケティングシステムに相当程度
　組み込まれ、その利益の重要な部分を当該システムに依存しているから、当
　該システムに関するメーカー・フランチャイザーの政策決定は、当該代理
　店・フランチャイジーに決定的な影響を与え得る。流通システムを構成する
　取引関係の終了という事態は、まさにこのような一方企業の経営判断の実行
　　という要素と、他方企業の取引利益の保護という要素が鋭く衝突する状況で
　　あって、それ故に両者の要索の妥当な調整が必要ときれる場面なのである」
　　とされている。
（40）　荒木新五「継続的取引関係の態様とその解消（一）」債権管理27号12頁以
　　下。
（41）　荒木新五「継続的取引関係の態様とその解消（二）」債権管理29号20頁、
　　同・前掲注（40）11頁。
（42）　荒木・前掲注（40）12頁。
（43）　拙稿「継続的契約・継続的債権関係という観念は、有用ないし必要か」
　　f講座／現代契約と現代債権の展望」（1990年）55頁以下。
（44）　内田　貴『契約の再生』（1990年）特に、145頁以下、同・『日本法のト
　　レンド」内田氏のいう「解釈論」とは、法律の規定や最高裁判例の規範内容
　　を明らかにするという意味での伝統的解釈論とは異なり、「多くの裁判例およ
　　び若干の特別法を通して展開している新たな規範を整合的に説明できる法原
　　理を構成し、かつそれを正当化できる理論を提示すること」を意味する。そ
　　して、現代的現象が、「関係的契約」という概念をもとに、「関係のなかの内
　　在的規範の実定法への吸上げ」として説明し、古典的契約法」は、「一定の歴
　　史的条件のもとで誕生した特殊な規範体系」であり、「契約に伴う社会的関係
　　を法の世界から排除し、ルールとして抽象化されることで形式杓合理性を達
　　成したもの」であるから、それが現実の契約夷践のなかの契約規範（「内在的
　　規範と乖離しているのは、欧米においても一般的に指滴されている現象であ
　　るとされる。このような「契約法の二元性」という視座から、内田氏は、先
　　に述べたような「一般条項の活用による契約責任の拡大」という現象を「内
　　在的規範の実定法への吸上げ」であるとみる。これは、古典的契約法におい
　　て法の世界から放逐された「関係」（すなわち、「当該取引をめぐる社会的背
　　景を再び契約法のなかにとりこもうとする動きであるとされる。そして、内
　　田氏は、この新たな契約規範を「関係的契約規範」として性格づける。ただ
　　し、ここでいう「関係」は、無限的な事実の果合ではなく、「内在的規範」と
　　して一定の秩序を与えられたものであるとされ、内在的規範に秩序を与える
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　　ものとして、マクニールが捉示した「関係的契約」モデルが参考にされる。
　　しかし、内田氏は、マクニールとは異なって、「関係的契約」を社会的事実の
　　なかにあるものではなく、法の世界において「解釈学的に構成されたもの」
　　として理解しようとする。
（45）　同様の指向をもつと思われるものとして、以下のものがある。
　（1）山崎類型（青山学院大学法学部「レコードの流通』一契約上の問題点一担
　　　当・山崎敏彦一484頁以下）
　　　　継続的契約としての特約店契約を対象しつつ、ここにいう、継続的供給
　　　をチャネルリーダーのマーケティングプランに協力するものと捉える。そ
　　　して、種々の継続的契約と特約店契約と類似する継続的契約を以下の3種
　　　に区分する。
　　　①継続的供給契約一継続的履行型、基本・個別契約型、継続的給付型、
　　　　　逓次供給型、
　　　②フランチャイズ契約一商標・経営ノウハウ・売買に限定されない、
　　　③　下請契約、
　　　　そして、商品供給を中心とする複合契約につき、民法典型契約との関連
　　　性を研究し、内田理論に近似する考え方を提示される。
　（2）山本顕治「契約交渉関係の法的構造についての一考察」民商100巻2号198
　　　頁以下、同3号387頁以下、同5号808頁以下一契約義務論に関して、ドイ
　　　ッの契約の再交渉義務論を手がかりとし検討している。
4　おわりに
4．1　《複合的長期間契約》における《長期間》と《複合
　　的》の用語の意味
　4．IA　《長期間》概念の提唱の意味
　この長期契約という観念は法的には未だ確定した観念ではない（46）。本
来、長期間契約は社会学的な範疇であって、法的なそれではない。しかし、
それにもかかわらず特別な『法的問題』を提起する範疇である（4％
　長期間契約という概念を使用することを提唱するのは以下の諸点に意味
がある。
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　長期間契約に共通する特徴は、契約の成立とその（最終的）履行との間
に比較的長い時間的間隔が存することである。
　さらに、ホルンは、契約的拘束は原則として時間問的拘束であり、契約
期間という視点から契約を分類しても、その分類は形式的なものに終わる
恐れがあるという。それにもかかわらず長期間契約という視点を立てる理
由は次のようなものである。長期間の契約拘束は、それに何か付加的な事
情が加わった場合に重要となる。つまり、契約の長期性という共通項がそ
れぞれの契約における付加的な事情、即ち、爾後の履行又はそれによって
追求された目的に影響を及ぼす事情と相まって法的な問題になり、その場
合に時間的要素が特別の意義を有するといえようと指摘する㈹。
　そこで、ここにいう長期間契約として述べる際、この観念を少し限定し
ておく必要があろう。それは、
　第1に、1回的な給付交換契約と対比しての意味においてであり、第2に
は、広義の長期間契約という観念の下に、いわゆる継続的債権関係と狭義
の長期間契約とが存すると観念するとの視点である。
　第1の点について、ニックリシュ（49）は、長期間契約の対象は、一回的な
即時の給付交換ではない。この点は次に述べる狭義の長期間契約の場合に
特に問題となるが、その類型においても給付交換は契約締結後、即時にさ
れない。現行民法、特に、契約法の規定は、一回的な即時の給付交換を典
型的契約として立てられている。
　第2点では、ホルンによれば、継続的債権関係においては、契約上の給
付が一定期間又は無期限に、絶え間なくなされるべきで、その緒果時間の
経過に伴い常に新たな給付義務が生じ、個々の履行行為は債権関係が存続
する限り債務を全部は弁済しない。例えば、ドイッでは、雇用契約、労働
契約、使用賃貸借、用益賃貸借、組合契約、寄託、使用貸借、消費貸借等
である。また、継続的供給契約は継続的債権関係の下位概念である。これ
らの契約においては時的要因が給付自体の基礎的要素である。更に、絶え
間ない義務緊張及びそれに基づく人的信頼関係がこれらの契約における特
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徴として指摘されている。そしてこのような要素の有無を判断する場合に
は、法律上の契約類型（売買、委任等）を余り重視せずに、むしろ、「銀
行取引（Bankverbindung）「継続的供給契約」、「顧問関係」等の生活上の
形態を重視すべきであるといわれている（5°｝。
　さらに、狭義の長期契約においては、契約締結と給付調達との間に比較
的長期の期間が存する。しかし、時的要因は給付の基礎的要素ではなく、
給付は、場合によっては複数の時点に分けてなされるべきものとされるけ
れども、原則として一時になされるべきである。履行までに時間を要する
理由は、例えば、計画、製造及び供給のために時間が必要なことである。
工作物契約、複雑な技術的設備の供給、原材料、エネルギー、商品を大量
に供給する場合等がその例である。更に、分割供給契約、分割払契約、及
び、枠契約、回帰的債権関係がこの類型に属する（51）。
4．1．2　《複合的》契約の意味（52）
　特約店契約に代表として掲げた、現代的長期間契約は㈹民法上（理論）
から観ると、給付自体が複合的である場合と、契約自体における複合的で
ある場合とに区別できる。すなわち、特約店契約のように、給付の複数化
を問題とする場合、また、これらを支援するためになされた金銭消費貸
借・担保契約等の契約の複合（数）化である。そこで、あえて、こうした
用語について試論を述べておく。従来の継続的契約論では、給付は基本的
には単一で、それに付随する給付がある場合を問題にしていたといえる
（賃貸借における給付を想起されたい）。そこで、ここにいう給付の複合化
とは、ここに掲げた契約類型の給付には、その契約内容に売買の部分、請
負の部分、委任の部分をそれぞれ有し、それらが一体となって初めて、契
約の内容を達成できる性質のものともいえる場合をいうとしておきたい。
　他方、契約の複合化とは、一見、それぞれの契約は独立しているが、実
は連鎖的であり、切り放しては意味をなさない場合をいう（提携契約・プ
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ロジェクト契約・リース取引、特約店契約はその典型である）（M）。
　こうしてみると、給付の複合化と、契約の複合化は重なり合うのであり、
両者を区別して論じ得るかは問題である｛55）。さらに、ジョイント・ベン
チャーのように、当事者の複合化（複数化）も問題となりうるから、ここ
に掲げた現代型の契約の法構造の解明は、この《複合化》の視点を抜きに
しては解明できない。
4．2検討課題
　以下、今後の検討課題であると同時に、未解明とも思われる問題を掲げ
て、まとめとしたい。
4．2．1　総論的問題
　総論として、問題としなければならないことは2つある。
　第1の点は、近代法が予想した原則的な考え方、すなわち、近代法の根
本にある契約当事者の意思の合致の機能、いわゆる契約自由の機能、その
点に関しての附従契約、約款等の機能と法的処理問題などである（56＞。結
局、取引社会の変化にともなって一体、契約法の理論がどのようになって
いくのか。社会の変化に伴なう質的変化があるのか、そうなるとすれば、
一体どのような修正が行われるのか。現代社会、取引社会にいかなる要請
がそこの中では重要なのか、あるいはそれ以外の要請があるのかというよ
うな考察を必要とするかと思われ、それは、現代の契約理論の特徴を明ら
かにすることが重要となる。
　第2点としては、民法の立法技術の問題である（57）。そもそも、民法典の
考えている法秩序は、法律関係を個別概念に分解し、その組み合わせであ
らゆる法律関係を構成するとの技術を用いているといわれている（58＞。そ
こに用いられている技術は、権利主体（人の集合体に対する法人格の付与）
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権利客体（一物一権主義）、法律関係（A－Bの関係はそれと関係するCに
は直接には影響しない）のそれぞれにつき個別に分け、これら個別化され
た概念の合成により公平な処理をしようとするものである。それは、複雑
な生活関係の簡明な処理上やむをえなかった措置とされるが、そのことに
より現実の生活関係が法律面で細分化され、部分的な妥当性の追求に止ま
ったこと、法律関係の相互関連性に不十分な点は否めないこと、経済発展
に正面から応えない点問題を生じていることは否定できない。今日の契約
関係は後述するように、並列的取引関係（チェーン化）、垂直的取引関係
（特約店・下請け契約）、複合的（目標達成的）法律関係（ジョイント・ベ
ンチャー契約等）の出現に対して、それらの法律関係を総合把握する必要
性があるのか、それとも伝統的個別概念の合成による解決で妥当するのか
である。この問題の答の出し方いかんによっては、これら両者の複合的解
決を必要とする場面の有無も不透明になると考えられる。
　他方、わが国における継続的供給契約に関する従来の議論が、主として
その解約要件に関するものを中心とするものであり、少なくとも、複合
的・長期間契約の基本構造と考えられる基本契約と個別契約による取引の
法的構造、「基本契約」の性格や基本契約と個別契約の関係について、十
分に答えられるとは思えず、その検討が不足していることが指摘できよ
う。
4．2．2　各論的問題
　各論として問題とすべき点は以下の3点である。
（1＞民法が予定していない類型である継続的取引関係についての基本的考
え方はどのようなものか。また、長期間にわたって給付がなされてゆく、
民法上の契約類型である賃貸借、使用貸借、寄託、雇傭等において培われ
てきた法理の類推適用がどこまで可能かが問題となる。なお、商人間の商
取引（売買）に関するものである場合、さらに、商人間にあっては、一般
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の消費者におけるそれとは異なり、同一の当事者により、同種の商品が繰
り返し、給付され、その決済も、一定の期日を決めなされている。したが
って、そこには、一定の継続した関係が形成される（59）。そのことは、契
約関係の終焉においても民法上の一時的契約とは異なる取扱いをすべきか
も考えなければならないのではないかということである。
②　従来、筆者のいう長期間契約関係は、前述のように継続的契約・債権
関係として、問題にされてきた。これらは、分析的かつ民法典に当てはめ
れば、場合によっては、一種の売買であり、一定の期間、種類が定められ
た物を一定の代金額で、引き続き供給する契約である。前述のように、一
般に、継続的関係については、一種の売買であり、一定の期間、種類が定
められた物を一定の代金額で、引き続き供給する契約とされている。そし
て、学説は、継続的取引は、新聞の配達付販売のような回帰的給付と異な
り、契約それ自体が一個の統一的契約であるとか、全体として統一的な単
一の契約であるとか、一個の売買契約によって、目的物および、代金が分
割的に給付されるものである、とかいう。なお、契約により、継続性がう
たわれていず、事実上、継続した取引がなされている場合をもこの種の契
約類型にいれ、同一の解決をはかってよいかは問題であろう。
　そこで、こうした長期的（継続的）債権関係について問題点をあげると
以下の諸点にあるといえよう。
　①この種の契約の特徴といわれる〈相互の信頼関係性〉を法的にどの
　　ように配慮するのか。たとえば、信頼による協力あるいは義務履行に
　　おける特別の注意と配慮が要求されるのか？。
　②長期性の故に生ずる〈事情の変更〉をどのように取り扱うのか。特
　　に、近時、ドイツならびに、アメリカ、そして、ウィーン条約等で提
　　唱、採択されていきつつある債権（契約）関係の修正と解除の可能性
　　ならびに、関係をどのように構成するのか？㈹。
　③長期間（継続的）契約における一方当事者の給付と反対給付の関係
　　を、いわゆる、同時履行の関係としてとらえうるのか？。すなわち、
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　　民法が予定する同時履行の抗弁権は、相互的な履行拒絶権であるが、
　　継続的契約関係におけるそれは、一方的履行拒絶権であるが、どうか。
　　また、検討対象にした特約店契約等の取引実態は、一方の先履行を通
　　常とし、契約関係においては、厳密な意味において、一方の給付と、
　　反対給付とが対価関係にたっているとはいえない（給付が同時でなく
　　異時履行）が、この点、同時履行関係の特殊性を見いだせるがどうか。
　　特に、当事者の一方が先履行の義務を負っている場合については、こ
　　うした同時履行の関係をストレートに適用してよいのかが問題となろ
　　う（61）。ここに、不安の抗弁の規定を置いていないわが国での適用の
　　根拠と要件の議論ならびに、その有用性が問題となる（62）。
　④最後に〈解除の非遡及性〉の問題である（63）。
（3）発展的問題は次の点である。現代型長期間契約を、前述の現代型契約
類型の紹介で指摘したように、《基本契約と個別契約による取引》ととら
えられるとしても、基本契約の性質、個別契約の性質、さらにはこれら両
者の関係は問題である。基本契約の不履行は個別契約へどのように影響す
るのか、その効果は契約の解除に当然結びつくのか等である。
（46）　Hom，NJW　1985，1118．
（47）　Hom，Vertragdauer．，　Gutachten　und　Vorschlage　zur　Uberarbeitung　des
　schuldrecht，S．551ff．この点参考となる最近の論稿として、中田・前掲（注37）
　書があげられる。
（48）　Hom，a．a．0，．S．560．
（49）　F．Nicklisch，Der　komplexe　Langzeitvertrag　S．17．
（50）　　Horn，a．a．0，．S．561．
（51）　Horn，a．a．0，．S．562．なお、和田論文も指摘されるように、契約の長期性は
　例えば一年、二年といった限定はできないし、また、時効期間によるという
　　ようなこともできないし、「比較的」長期と表現せざるをえないといえよう。
（52）　河上正二「複合的給付・複合的契約および多数当事者の契約関係」法学教
　室172号48頁以下。本稿脱稿後、参照したので、河上理論の詳細は検討してい
　　ない。
（53）　その他として、エステイック契約、パック旅行等のサービスを目的とする
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　　継続的役務提供契約、また、従来の民法理論では、法人か、組合かが問題と
　　なるであろう、プロジェクト契約、賃貸借か、消費貸借かが問題となろうリ
　　ース取引等がある。
（54）　たとえば、民法が規定する、当事者と第三者の関係をさすものではない
　　（例94条・177条等）。なお、後述の4．2．1の第2点と密接に関わることはい
　　うまでもない。
（55）　河上・前掲（注52）は、こうした区別を前提としているようである、48
　　頁以下参照。
（56）　こうした問題は、わが民法、特に、契約法分野において、明治31年の現行
　　民法制定以来、特別法の制定による補完、修正はなされたが、民法の契約法
　　規定はほとんど変わっていないこととも深く関係する。
（57）　この問題に関する先駆的な研究として、山本進一「財産法の技術的体系」
　　明治大学社会科学研究所紀要第8・9集19頁以下がある。今日の法律関係は、山
　　本論文執筆当時より一層こうした傾向は顕著であり、山本論文の発想と問題
　　点の指摘を発展させる必要を感じる。なお、本論文における《複合的》との
　　関連についての詳細な検討は稿を改めて考察することにしたい。
（58）　Jhering，Geist　des　roemischen　Recht，1．Bd．S．41原田慶吉監修訳『イェー
　　リング・ローマ法の精神』第一巻（1）50頁以下参照。
（59）　飯村佳夫「r継続取引の中止・解除をめぐる諸問題」売買を中心として」
　　（上・中・下）NBL260号8頁以下。
（60）　和田安夫「長期間契約の調整と契約の再交渉義務」姫路法学13号7頁以下、
　　飯島紀昭「事情変更の効果としての契約の適合と解消」東京都立大学法学会
　　雑誌35巻1号127頁、拙稿・「事情変更と契約の修正」ジュリスト919号86頁
　　以下。
（61）　飯村・前掲（中）261号48頁。福永・判タ496号32頁、昭和56年までの判
　　例の動向については飯村前掲参照。
（62）　拙稿・「継続的商品取引と不安の抗弁」明治大学短期大学紀要33号1頁以
　　下。
（63）　神田・前掲237頁、五十嵐清「継続的契約とその特色」民法基本問題150
　　講H債権259頁、ならびに、田中整爾「継続的法律関係とその特性」現代契約
　　法大系第1巻176頁。
